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第１章 本事業評価の概要 
第 1節 本事業評価の位置づけ 
 本事業評価は、京都商工会議所中小企業経営相談センター（以下本センター

と略す）が、その事業の自己点検評価を行いその結果を外部評価委員の第三者

評価に委ねることを通じて、事業の改革・改善を図り、あわせて社会的説明責

任を果たすことを目的に、商工会議所としては全国で初めて実施するものであ

る。 
 よく知られているとおり、きびしい国際競争の時代にあって、世界的に高い

水準を確保し日本の豊かな社会の実現に根幹的な役割をはたしている産業のす

べての分野において、中小企業が占める役割は非常に大きなものがある。とり

わけ伝統的な産業分野を含めて中小企業が質量とも大きな比重を占める京都に

おいて、中小企業の事業の維持と充実発展は、地域経済の発展に死活的な影響

を与えるものであり、中小企業経営相談センターに対する社会的期待は高いも

のがある。 
その社会的期待に対応して、本センターの活動については政府・自治体から

多額の財政資金が投入されており、社会的な期待にこたえる意味でも、また公

的財政投資に対する説明責任を果たすためにも、本センターの事業の有効性の

確保と客観的な事業評価は、欠かすべからざる重要なものと認識している。 
したがって、中小企業経営相談センターの事業については、今後自己点検評

価のみならず、その結果を外部評価委員の評価に委ね社会的な説明責任を果た

す第三者評価が、今後日本の中小企業経営相談センターの標準装備となること

が望まれる。その意味で、本センターが、このたび全国に先駆けてその事業に

ついて自己点検評価の結果の一部を第三者評価に委ねたことは、日本の中小企

業経営相談センターが展開する事業の質の確保と充実に向けた新たな試みとし

て高く評価される。 
 
第 2節 本事業評価の枠組み 
本センターでは、平成 18年度よりその全事業について事業の効果を測定し事
業の改革・改善を進めるために自己点検による事業評価を実施している。その

事業の自己点検評価の結果を踏まえ、20 年度から「第三者事業評価制度」を導
入することとなった。 
この制度の目的は、京都商工会議所のビジョンに対応する本センターのミッ

ションのもとに、①客観的かつ的確な事業選択・改善の実現、②効果的な事業

実施、③経営支援員の意識の一層の高揚、を進めることとされ、対象事業は原

則的に本センターの経営指導員が行うすべての事業である。 
この事業評価制度に基づく事業評価を実施するため、外部評価委員 7 名から
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なる京都商工会議所中小企業経営相談センター事業評価委員会（以下本評価委

員会と略す）が設置されている。本評価委員会は、本センターより事前に第三

者評価に係る資料の提供を受け、本評価委員会において対象事業にかかる資料

説明・事業説明を受けた上で、個別の事業評価書に定性的・定量的評価を記入

するとともに、評価内容について全員による討論を行った後に本第三者評価報

告書を取りまとめたものである。20 年度の第三者評価は、本センターの事業の
一部である、「経営指導員による経営相談・金融支援事業」と、「地域力連携

拠点事業」を対象に実施されている。 
本評価の結果は、本センターの事業の効果測定資料として次年度の事業の査

定資料として活用されるとともに、本センターの効果的な事業実施の内部基礎

資料としても活用されることとなっている。 
なお、20 年度の第三者評価は試行と位置付けられており、今回の事業評価の
結果を受けて事業評価制度の改善・制度の向上をはかって、21 年度から本格的
に実施されることとされている。 

 
 以上の枠組みを踏まえて、本評価委員会は以下の基本方針の下に評価を実施

した。 
（１）今回の評価は試行であることから、本センターによる説明を踏まえつ

つも、評価の枠組み、運用方法等についても幅広い意見を提出する。 
（２）評価にあたっては、本センターの事業に関する特色に配慮するととも

に、可能な限り利用者・地域社会の側からの改善のための意見をまと

める積極的な内容とする。 
（３）委員は合議の上報告書を取りまとめ、個人としての意見は全体の報告

書に吸収する。 
 
第 3節 第三者評価委員会の実施について 
  本事業評価に係る第三者評価は別紙資料①のとおり実施された。 
  （資料①参照） 
 
 
 
第２章 評価結果 
第１節 経営指導員による経営相談・金融支援 
【総合評価】 
 本事業は地域における中小企業支援政策の中核的事業であり、伝統的産業等

を含めて特色のある京都の中小企業の維持発展を幅広く支える、欠くことので
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きない事業として長期にわたって実施されてきた。事業の必要性については、

実際に中小企業経営を支えてきた実績があり、今後ともグローバル競争下の厳

しい経営環境にある中小企業にとって重要な支援であり続けることは、本評価

委員会として明確に認めるものである。 
 ただしそのことは、直ちに事業内容の評価に結び付くものではないことに注

意が必要である。本事業の規模が大きく、かつ長期にわたって継続されてきた

ことは、逆に事業のマンネリ化や硬直化、すなわち過去の実績に引きずられて、

時代の変化に伴う中小企業経営環境の変化に対する事業の迅速な革新や戦略的

組み立ての再検討に対する対応が遅れるリスクを高めている可能性がある。そ

れが中小企業者側の需要との乖離を引き起こして、結果として本事業のコスト

パフォーマンスのみならず、社会的パフォーマンス（有効性）を低下させるこ

とがないように、常に事業の客観的な再評価が必要であり、本外部評価もその

趣旨に沿って実施されるべきものである。 
 その観点から本事業全体を評価すると、限られた時間と提供された資料とい

う限界はあるが、いくつかの課題が指摘できる。 
 ①会議所ビジョンとの有機的連携 

激動する中小企業経営環境に対応するために、本事業のミッション設定

や具体的活動の基本となる商工会議所の基本ビジョンを組織的に共有する

ことが重要であるが、経営指導員も含めて組織として具体的・体系的にそ

れを共有する対応が不十分であり、研修等においてその意義や具体的活動

内容との関連を明確にし、当該年度の活動に反映させる必要がある。 
②指導内容の高度化への対応 
   中小企業の経営環境は時代によって大きく変化し、また多様な企業形

態・業態を対象とすることから、本事業は本来的に幅広い対応と相談内容

の高度化という矛盾しがちな要求に応えることが求められており、担当の

説明においてもその困難さを窺がうことができた。その課題に対応する施

策の一つとして、本評価事業の別の評価項目である「地域力連携拠点事業」

が新設されたものと理解できるが、独自の対応として、入口としての窓口

相談と金融相談及び個別のケース指導を一定程度整理し区分けすることに

よって、相談件数の増加と指導の高度化を図ることを検討されたい。 
③指導水準の平準化と向上 
   本事業の主要部分を担う経営指導員の役割は極めて大きいものがあり、

また膨大な相談に対応するために大きな努力がはらわれていることにまず

敬意を表したい。その上で、本事業における課題を指摘するとすれば、経

営指導員による相談と指導の質の保証があげられる。今回の評価では相談

件数等の数値による成果の説明はあったが、相談・指導の成果に関する質
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的評価や経営指導員の指導内容に関する評価については具体的な説明がな

かったため明確な評価はできなかった。ただ、評価委員の討議では経営指

導員の資質のばらつきや研修不足を指摘する意見があがり、現場における

相談・指導の質が受ける側から見て十分とは言えない可能性がある。その

対応としては、経営指導員の研修や資格の取得を今以上に強化してその質

の平準化と向上を図るだけでなく、事業の内容に即して経営指導員の一定

数の更新を可能とする任期制の導入等具体的な対応策を検討することを求

めたい。 
④外部資源の活用 
   前②③項に対応することを含めて、今後の相談・指導業務に外部の専門

家や専門職業人の導入と活用を検討されたい。すでに現在の相談事業の限

界を超えるものとして「地域力連携拠点事業」が展開されていることから、

その成果を踏まえつつ、外部の機関・人材との連携協力による事業基盤の

拡大と強化に向けて、具体的な提案ができる準備を進めることを期待した

い。 
⑤会員企業のメリットの明確化について 
   本事業は国・自治体の中小企業政策に基づく補助・委託によって実施さ

れるものが多く公的な要素が強いために、事業の対象は会員企業に限定さ

れず一般の企業も平等にサービスを享受している。このことは公共的サー

ビスの性格上当然のことであり今後ともこの原則を堅持しなくてはならな

い。その一方で、本センターの主要な事業である本事業が、利用者にとっ

て効果的であるほど、またこの事業を通じて多くの質の良い経営情報が効

率的に得られるほど、利用者の会議所に対する期待感が高まり、会員企業

となるメリットが強く意識されるはずである。したがって、本センターの

主要事業である本事業については、効果的な事業の展開と、効率的で質の

良い経営情報の提供への努力を強化することによって、会員外の中小企業

者が会議所の会員となるインセンティブを効率的に高めることが期待され

ることから、その視点で本事業のサービス提供のより良い在り方を検討し

改善を進めることが期待される。 
【個別評価】 
 （１）事業の必要性 
   総合評価ですでに述べた通り、本事業は中小企業の最も基本的な総合的

相談窓口の役割を果たしていることから、社会的必要性は明確であり、今

後もその充実が期待される。ただし、今後の事業の在り方として、中小企

業側のニーズの把握とそれに基づく業務の改善等、利用者側から見た本セ

ンターが担うべき役割の絶えざる検証を要望しておきたい。 
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（２）事業手法の妥当性 
  おおむね妥当と判断される。特に個別相談事項について、カルテを作成

して情報の共有を図る手法は、事業の質保証と効率的運用の観点から高く

評価される。ただし今後求められるであろう、相談業務の量的拡大、質的

向上、迅速な対応等を考慮した場合、個別カルテのデータベース化、専門

的な業務との仕分けと円滑な橋渡しの手法の確立、経営指導員のスキルの

さらなる向上と資格取得、支援手続きの簡略化、受付・相談の時間帯の弾

力化などについて、検討し可能な改善を進めることが期待される。 
（３）事業の効率性 
  本項目については、担当者からの説明が数値目標とその達成率を中心と

したいわゆるアウトプットの自己評価に終始ししたため、事業の効果や内

容的充足度に関する分析が弱く、率直に言って評価は難しいが、相談・指

導及び金融支援の件数が順調に消化されていることから、効率的な事業実

施について最低限の要件は満たされていると評価できる。 
本事業の質的な側面における効率は、相談による経営改支援と経営改善

の実態の定性的・定量的把握、金融支援の効果の客観的な把握などのアウ

トカムに関する評価が必要であるが、本評価委員会における討議において

いくつかの論点が提出されたので、それを踏まえて若干の課題を指摘して

おくこととする。 
経営指導員のスキルのばらつきや相談相手の企業との相性が事業の成果

を左右するケースがあるとの指摘がなされている。また 44名の経営指導員
がその指導分野やスキルにおいてすべてに対応できるとは期待できないこ

とも当然と言える。したがって相談・指導事業の質の確保と充実のために、

経営指導員の活動の戦略的・計画的・かつ組織的な展開・管理に向けて、

組織力の向上・経営指導員の一層のスキルアップを目的とする事業計画の

策定が検討されるべきである。 
（４）目標設定の妥当性 
   本項目については、数値目標そのものの評価と、数値目標を中心とする

目標設定の妥当性の両面で、評価委員から多くの意見が出された。 
   まず数値目標については、過去の実績を踏まえて設定された目標は、そ

の限りにおいて妥当なものと判断されるが、同時に説明されたアンケート

調査の結果との関連では、本業務の認知度と実際のサービスの利用との間

で相当なギャップがあることに注目して、より広範なサービスの活用に向

けて積極的な対応を検討する余地があるとの指摘がなされた。この指摘は、

アンケート調査の結果を積極的に活用して、実績主義に基づく事業のマン

ネリ化を打破する可能性を示すものであり、本評価委員会としての共通認
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識として指摘しておきたい。 
   また、数値目標以外の評価項目の設定については、本センター事業のミ

ッションを実現するプロセスや手法の明確化と、それに則った事業の実施

状況の評価などの評価、及び事業が対象企業や社会に対して与えた影響や

成果などの事業実施に係る質的評価（アウトカム評価）を導入する必要性

が強く出された。したがって、目標設定の妥当性についての評価は、今後

の改善が必要という結果であった。 
（５）事業の成果 
   数値目標は基本的に超過達成のペースであり、その面については成果は

十分上がっていると評価される。ただし、（4）でも指摘したところである
が、目標そのものの設定が事業のミッションや目標達成のプロセス及び成

果の質的評価など多くの課題を抱えていることから、今後の評価基準の改

善を待って、より深く評価することが必要と判断される。なお、事業実施

後のフォローアップについて具体的な対応を求めるなど、事業の実施が予

算消化になってしまわないような努力を求める意見もあったことを付記し

ておく。 
 
第 2節 地域力連携拠点事業 
【総合評価】 
  本事業は、中小企業を取り巻く経営環境が、グローバル市場化・新興国の

台頭・イノベーションの比重の高まり・地球環境問題への対応など、21 世紀
に入ってマネジメントと技術開発の両面で厳しさを増す中で、幅広く中小企

業を支援する従来の相談・支援事業の限界が緊急の課題となったために、平

成 20年度から政府主導で新たに導入された中小企業の支援政策である。従来
の相談・支援事業では効果的な対応が難しかった専門的支援・外部資源と連

携する総合的な取り組み、また基礎自治体の区域を越える広域的連携などに

よって、現代の中小企業にとって特に重要と考えられる、①創業支援，②経

営革新、③事業承継の三分野を集中的に支援し、地域産業の強化と活性化を

実現することがその目的である。京都府内においては、産官学を中心とする

関連機関・団体の連携・協力の下で多彩な事業が推進されているが、今回の

事業評価では、その受け皿として京都商工会議所の中小企業経営相談センタ

ーに設置された「京都・地域力連携拠点 事業承継支援センター」（以下支

援センターと略す）の事業を事業評価の対象とする。 
  本事業は本年度から始まった事業であり、また年度途中からの実施でもあ

るために、事業成果の評価のためのデータが十分ではなく、実質的な評価は

難しいところがあるので、平成 21年度に向けた事業展開の参考としての意見
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に重点を置いて評価を行うこととする。 
  本事業は、これまでの「経営指導員による相談金融支援事業」（従来事業

と略す）の課題であった、経営指導・金融支援の高度化に対応するものであ

るため、①相互の事業の切り分けと円滑な連携が事業の立ち上げにあたって

は重要な課題である。また②支援センターの事業に振り分けられた事業につ

いては、事業の趣旨を十分発揮できる運営体制の構築と地域特性に合った制

度の運用が求められる。これらの課題については、担当者による今年度事業

の自己評価報告が、当該制度の説明と対象事業の数値目標に重点が置かれた

ために、判断に必要なエビデンスが限定され十分な判断が困難であったが、

時間的な制約が厳しかった初年度としては一定の水準を確保できたと判断し

ている。 
その上で今年度の課題を整理する。まず①の事業の切り分けと連携につい

ては、対象となる事業の選定が従来事業と並行して行われており、相互の切

り分けの基準とセンター内部における事業連携が確認できなかった。この点

については事業の効率的な実施の観点から次年度以降の実施方法について事

業間のすみ分けを検討する余地がある。 
②の制度運用に関しては、事業承継の事例の説明を聞いた限りでは、従来

事業との手法とその指導レベルの質の違いが明確には示されず、今後の展開

が待たれる。本事業の三分野は、いずれも今後の中小企業の経営力の強化を

通じた地域社会の活性化に重要な役割を果たすことが期待されており、特に

20 年秋の金融危機以来の歴史的な世界同時不況後の産業構造形成に重要な役
割を果たすものである。したがって、高度な指導・支援をスピード感をもっ

て実施し、明確な成果を上げることが重要であり、21 年度の事業については
その実施体制の整備と実績が厳しく問われることになる。本事業については、

まず事業承継について、支援センターが一歩踏み込んで、従来の長時間を要

する事業の整理を前提とする指導から、事業の譲渡を希望する側がより対応

しやすく時機を失することが少ない手法を検討することを期待する。また、

創業支援については、本事業による指導を受けた企業のうち有望なものにつ

いては、さらに専門的・総合的なインキュベートに接続する政策との連携を

進める必要がある。また経営革新指導については、従来事業を第 1 次スクリ
ーニングとして活用する、また現有の経営指導員の業務を整理して相互の事

業の実質的な連携とすみ分けを進めることによって、人的財政的資源の適正

管理を行うことを期待する。 
いずれにしろ、本事業がその目的を十分に発揮するためには、従来事業と

のよりきめ細かい役割分担と連携について、適正な体制を整備する必要性を、

本評価委員会として指摘しておきたい。 
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【個別評価】 
 （１）事業の必要性 
   事業自体の必要性は、従来事業をより有効なものとして機能させる面か

ら十分評価できる。しかし、少なくとも 20年度事業の実施状況を事業実績
や担当者の報告から見る限り、中小企業経営相談センターとしての主体的

な取り組みは十分とは言えず、必要性に見合った地域独自の取り組みにな

りきれていない。次年度においては事業内容と運用の再評価が望まれる。 
 （２）事業手法の妥当性 
   本事業の実施にあたっては、従来事業になかったコーディネーターが制

度化されており、より強力な指導体制が構築されているものと理解される

が、具体的な現場における指導の内容について、事業評価の基礎となるエ

ビデンスが示されていないため、その手法を具体的に評価することは困難

であり、従来事業の手法との相違や利点を理解するに至らなかった。事業

手法に関する評価が特に重要な理由は、これまでの相談指導では満足して

いなかった中小企業者の期待が、特に創業支援に対する非常に高い相談件

数となった可能性があり、本事業の指導手法の適否とその処方に対する満

足度が今後の事業展開に大きな影響を与える可能性が高いと判断されるか

らである。その意味からも、少数のコーディネーターによる密度の高い指

導を前提とする本事業については、第 1 次のスクリーニングによるコーデ
ィネーターの実質的な事業への業務の集約を検討するなど、必要性に見合

った制度運用の微調整を検討することを期待したい。 
 （３）事業の効率性 
   本事業の効率性については、未だ事業の成果が実績として十分定着して

いないため評価は困難であるが、相談件数から見て、運用を工夫すること

によって高い効率を実現することが期待できる。20 年度事業については、
事業承継の困難さが浮かび上がっている。この分野については 21年度の実
績をみて、必要があれば事業フレームの手直しを含めた検討をすることも

想定される。 
 （４）目標設定の妥当性 
   本事業の趣旨から見て、コーディネーターに十分な密度の個別指導が可

能な環境を整備することが望まれる。その意味で、年間 1200件を超える相
談件数を設定することに若干の疑問がある。21 年の以後については、コー
ディネーターや利用者の意向を踏まえて、軽微な相談を含めて１次相談を

従来事業で処理するなどの対応を検討することが期待される。 
 （５）事業の成果 
   創業支援については、十分成果が上がっていると評価できるが、経営革
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新と事業承継については、事業の性格上、短期的な成果のみでの判断は困

難であり、事業開始初年度の現段階では次年度以降の成果を期待したい。 
 
第３節 総合評価 
  今回本評価委員会が評価対象とした「経営指導員による経営相談・金融支

援」及び「地域力連携拠点事業」については、適正に事務執行がなされてい

るものと判断される。ただし両事業の執行の一部については、より充実した

事業執行に向けて改善、あるいは改善の検討などを真摯に行うことを期待す

る。 
 
 
第４章 今後の第三者事業評価の在り方 
 本事業評価は、全国で初めて商工会議所が実施する第三者評価であったこと

から、商工会議所の事業評価という新たな分野を開く試行としての位置づけが

強いものであった。特に商工会議所は純粋な民間機関でありながら、その組織

の一部である中小企業経営相談部門は、政府・自治体の政策の実施機関として

の性格も強く持ち、公的資金が大量に導入されるなど、いわゆる政府と民間の

接点である社会的セクターとしての特徴を強く持っている。 
したがってその機関としての事業評価は、民間の組織としての自主的活動原

理と、公共的活動主体としての社会的説明責任の双方を踏まえて実施すること

が求められる、特別な性格をもっている。 
その視点から今回の実施した第三者評価の課題を、経験に即して簡単にまと

めておきたい。 
（１）何を第三者評価の対象とするのか 
   今回の事業評価においては、一般に行政等で実施されている事務事業

の自己点検評価で使用される指数や目標値を中心とする評価調書が使わ

れるが、最近の事業評価の動向では、数値目標による外形的評価から、

事業体としてのミッションを達成するための事業としての位置づけに基

づき、目標を達成するためのプロセスの質に関する評価と、事業を実施

したことによって事業の対象や社会が受けた効果（アウトカム）に関す

る評価の重要性が認識されるようになってきている。実際に今回の第三

者評価において、委員の多くが質的評価の重要性について言及している

ことはその流れを受けたものである。 
その意味で、今後の本センターにおける評価システムの在り方として、

事業の実施にかかる担当者のスキルの状況や情報の共有と活用、組織と

してのミッションと事業との戦略的関係などに評価の重点を移すことを
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検討する必要があるものと考えられる。 
 （２）自己評価の在り方について 
    事業評価の基本である自己評価は、適切に事業の内容を分析してその

改善と事業選択の材料を提供することが求められる一方で、事業評価が

事業の実施主体にとって積極的な意味を持つものであることが要求され

る。その意味で、評価項目・評価基準の設計は、事業が適正に実施され

たか否かを審査する結果の検証よりは、可能な限り簡潔で具体的であり、

かつ事業改善・社会的効果の明確化に重点が置かれるものであることが

望ましい。具体的には、事業の実施体制の評価や事業の向上や改善にか

かる体制の整備、事業の実施によって対象者が得た効果の分析などが含

まれることが好ましい。 
（３）第三者評価委員会の運営について 
    今回の評価委員会に参加した委員から強く出された意見としては、評

価すべき対象の事業内容を外部から把握することの困難さであった。現

実的には、外部の人材からなる第三者評価委員会を数回にわたって開催

することは不可能であり、また第三者評価に求められる精度や内容から

みて、最大１日のスケジュールは妥当であるが、より内容のある第三者

評価とするためには、委員会の運営を改善する余地が大きいものと判断

される。具体的には、①資料の事前配布の徹底、②自己点検評価の説明

の改善、③サービスの対象者に対するヒアリングがあげられる。 
    ①今回の評価委員会では、自己点検評価調書をはじめ、重要な評価関

係資料が当日配布された。今回については初めての委員会でありその準

備に手間取ったことは理解できるが、事業の概要の把握や自己点検にか

かる調書の読み込みは当日だけでは非常に困難であった。よりよい第三

者評価のために、今後は少なくとも１週間前に全資料を事前配布される

よう願いたい。 
     ②当日の事業評価にかかる説明は、担当部局・委員会の双方とも手探

りの部分が多く、運営方法に課題を残す結果となった。その最大のもの

は、委員会側としては数値目標の達成度よりも実施にあたっての目標の

設定の適正さや、実施に関する手法の適正さ、また事業が対象者に与え

た影響などに関心が集中していたが、本センターの事業評価のシステム

がそのような評価基準を持たず、基本的には内容の把握に関するエビデ

ンスが得られないままになってしまったことである。このことは事業評

価の基本的な設計にかかわることであり、早急に対応することは困難と

考えられるので、当面は今後の評価システム設計の在り方について検討

することから始めなくてはならないが、少なくとも評価委員会の説明内
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容については今後改善されることを期待したい。 
     また特に「地域力連携拠点事業」で見られるように、当該事業が商工

会議所の基本ビジョンとどのような関係があり、京都商工会議所として

の取り組みの特徴がどこにあるのかという点についての位置づけに関す

る説明が十分とは言えない傾向が見られた。この点については、第三者

評価における説明のみならず、内部での事業実施にあたっても常に明確

にしておく必要があると考えられる。 
     ③サービスの対象者に対する第三者委員会の直接的ヒアリングについ

ては、最近取り入れる事例が多くなってきている。事業評価に伴うアン

ケート調査ではカバーしきれない実感的な事業評価に関する心証が得ら

れる場として、対象者へのヒアリングの効果は広く認められている。た

だ中小企業の経営者数名に委員会への出席を要請することは現実的には

非常に難しいことであるので、可能であれば対応することを要請したい。 
 
    最後に、今回の第三者評価委員会による外部評価を企画し実行した京都商

工会議所の中小企業経営相談センターの関係者の皆様の先進的な取り組み

に敬意を表するとともに、委員会の運営にあたって多大のご配慮をいただい

たことに深い感謝の念を表します。 
 

      以上 
 
 
（以下資料添付） 
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資料① 

 

京都商工会議所中小企業経営相談センター第１回事業評価委員会（試行）スケジュール 

 

１．日 時  平成２１年３月２１日（土）午後１時～５時 

２．場 所  京都商工会議所 役員室 

進行 時間 次第 説明・挨拶 

13:00～13:10 10 分 開会挨拶（事業評価制度導入の目的等） 奥原専務理事 

13:10～13:15 5 分 事業評価委員紹介 事務局 

 
事務局 
 13:15～13:20 5 分 委員長選任（及び委員長挨拶）  

13:20～13:30 10 分 事業評価の流れ説明 事務局 

13:30～13:50 20 分 会議所及び相談センター概要説明 龍理事・所長 

13:50～14:35 45 分 評価事業１の説明・質疑応答 
【経営指導員による経営相談・金融支援】 
 ・巡回・窓口 
 ・マル経・いきいき制度等 
 ・講習会 

事務局 

14:35～14:45 10 分 休憩  

14:45～15:30 45 分 評価事業２の説明・質疑応答 
【地域力連携拠点事業】 
 ・創業 
 ・経営革新 
 ・事業承継 

事務局 
 

15:30～16:00 30 分 事業評価委員による評価 （事務局は退席） 

16:00～16:10 10 分  休憩 （評価点集計） 

委員長 

16:10～16:30 20 分 事業評価委員の評価結果・助言 
（次回に向けた評価手法の改善点も） 

委員長・委員 

16:30～16:45 15 分 評価結果に対する御礼 龍理事・所長 

16:45～16:55 10 分 次回開催について（日程調整等） 事務局 

 
事務局 
 16:55～17:00 5 分 閉会挨拶 奥原専務理事 

 

 

資料② 

 

京都商工会議所中小企業経営相談センター事業評価委員会委員名簿（順不同・敬称略） 

委員長 龍谷大学 法学部         教授       富野暉一郎 

     立教大学 経済学部        教授       廣江  彰 

     京都新聞社            論説委員     吉川 勝司 

     社団法人中小企業診断協会京都支部 支部長      山崎 忠夫 

     サント機工株式会社        代表取締役社長  山下 信幸 

京都府              商工労働観光部長 山下 晃正（㈹田中副部長） 

     京都市              産業観光局長   森井 保光（㈹北村産業振興課長） 


